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目標値 240

決まっている

目標
年次

年度
指標及び目標値設定の考え方
（又は指標・目標値を設定できない場
合の理由）

業務名 活動量 業務名 活動量 業務名

目標値に対する実績値 218 人

担当部 保健福祉部 担当課

年度

名称

平成30年度 59,995

成
果

休止・廃止 現状維持実施計画調書 新規 拡充 縮小

介護保険特別会計 款年度まで） 決まっていない

年齢や心身の状態等によって分け隔てることなく，住民運営の通いの場を充実させ，人と人とのつ
ながりを通じて，参加者や通いの場が継続的に拡大していくような地域の状態。

☞　実施したことによる成果や問題点を記入してください。

介護予防普及啓発事業（足腰らくらく教室） 391人

介護予防把握事業

活動量

幸せ長寿課 担当係

市単 終期

介護予防 係

目 事業

027整理番号

　事務事業の主たる成果指標 ☞　数値目標（定量）の設定が困難な場合は，文言目標（定性）でも結構です。なお，指標名・目標値とも設定が困難な事業は空欄でも結構ですが，この場合，設定できない理由を分かりやすく・具体的に記入してください。

指標名 介護予防推進員数 単位 人 目標値 2020

目標どお
り

成
果
内
容

一般介護予防事業の展開により、住民主体の通いの場が広がり、介護予防推進員の活
動が活発になってきている。

通年

介護予防普及啓発事業（いきいき教室） 1,580人

介護予防推進員数（介護予防活動担い手）の推移により，住民主体の支援活動推進の指標とする。

　事務事業の実績　Ⓓ ☞　当該事業の予算を使って，『どのような業務をどの程度実施したか。』を記入してください。なお，業務が12個以上ある場合，代表的なものを最大12個記入してください。 　担当者評価　Ⓒ

位置付けられ
ている計画等

現状：常総市の高齢化率は，2016年度27.1％→2017年度27.7％→2018年度28.3％と増加の傾向
にある。また，第1号被保険者数・要介護認定者数も増加の傾向にある。
課題：高齢化率の増加に伴い医療保険・介護保険の利用者数が増加し，医療費・介護サービス
量・介護保険料が増加することが予想される。

誰・何を
対象に

概ね65歳以上の市民

年度 事務事業評価（平成30年度実施事業事後評価）シート ／ 令和２

項予算科目 区分

☞　位置付けられている計画等で『その他の計画』が複数ある場合は，代表的なものを１つ記入してください。また，該当する根拠法令及び市条例等が複数ある場合，代表的なものを１～２個記入してください。　事務事業の基本情報

事務事業名 一般介護予防事業費 補助区分 国補 県補

▶

名称 介護保険法

常総市復興計画 市民等からの要望 国・県からの通達等 名称 地域支援事業実施要綱

じょうそう未来創生プラン前期基本計画 市長マニフェスト「常総創生への道しるべ」
根拠法令及び

市条例等

国の定める法律

常総市まち・ひと・しごと創生総合戦略 その他の計画 名称 常総市高齢者プラン 市の条令・要綱・規則等

▶どのよう
な方法・
手順で

一般介護予防事業を構成する介護予防把握事業，介護予防普及啓発事業，地域介護予防活動支援
事業，一般介護予防事業評価事業及び地域リハビリテーション活動支援事業の5事業のうち必要な事
業を組み合わせて，地域の実情に応じて効果的かつ効率的に実施する。

　事務事業の目的 ☞　当該事業を実施することで、①「望ましい状態」とはどのような状態か？→　②一方で、「現状や課題」はどうなのか？→　③そのためには何をするべきか？　という過程で考えていただいても結構です。

現状
課題

望ま
しい
状態

年度
平成28年度 60,810 平成29年度 60,461

250

介護予防普及啓発事業（足腰らくらく教室） 389人 介護予防普及啓発事業（足腰らくらく教室） 422人

介護予防普及啓発事業（いきいき教室） 1,563人介護予防普及啓発事業（いきいき教室） 1,599人

一般介護予防事業評価事業 1回

問
題
点

⑨

地域介護予防活動支援事業（介護予防推進員活動支援）介護予防普及啓発事業（65歳からの簡単クッキング教室） 36人

介護予防推進員による住民主体の通いの場は広がっているのであるが、国の示す住民主体のサービ
スの実施基準が厳しく、サービスを立ち上げることが困難になっている。

介護予防普及啓発事業（リズム体操教室） 99人 介護予防普及啓発事業（リズム体操教室） 57人 介護予防普及啓発事業（65歳からの簡単クッキング教室） 16人

介護予防普及啓発事業（バランスコンディショニング教室） 128人

介護予防普及啓発事業（出前いきいき教室） 680人 介護予防普及啓発事業（出前いきいき教室） 452人 介護予防普及啓発事業（出前いきいき教室） 433人

一般介護予防事業評価事業 1回

介護予防普及啓発事業（休日いきいき教室） 25人 地域介護予防活動支援事業（介護予防推進員養成・現任研修） 606人

介護予防活動支援事業（介護予防推進員養成・現任研修） 486人 5,792人

⑨ 地域介護予防活動支援事業（シルリハ運動指導士養成研修） 87人 ⑨ 地域介護予防活動支援事業（介護予防推進員活動支援） 7,251人

地域介護予防活動支援事業（介護予防推進員活動支援） 6,506人 地域介護予防活動支援事業（介護予防推進員養成・現任研修） 488人

　担当部長及び担当課長評価　Ⓒ ☞　担当部長・課長で協議のうえ、評価してください。

一般介護予防事業評価事業 1回 地域介護予防活動支援事業（シルリハ運動指導士養成研修） 66人 事務事業の方向性

縮小 休止・廃止

評
価
理
由

本事業を充実させることにより，在宅で自立した日常生活ができる高齢者が増えることが期待され，介
護費用への負担減に繋がってくる。
高齢者の増加が進む中，本事業は重要な事業であり，今後も推進していく必要がある。

目標値に対する実績値 240 人目標値に対する実績値 216 人

（住民一人あたりの行政コスト） 125 （住民一人あたりの行政コスト） 89

一般財源

5,333,689
計

拡充 現行どおり

　実施計画　Ⓟ ☞　今後3年間の事業内容について，どのようなことを・どの程度実施していくつもりなのか，具体的に記入してください。なお，予算額の『歳出の計』と『歳入の計』は一致させてください。 　財務アドバイザーの見解

942,353 一般財源 664,109
計 5,312,868 円

内
訳

特定財源 4,648,759決
算
額

計 6,095,645 円
内
訳

事
務
事
業
を
構
成
す
る
主
な
業
務

介護予防把握事業 通年 介護予防把握事業 通年

人

特定財源

（住民一人あたりの行政コスト） 100

一般財源 761,956

年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

7,538,823 円
内
訳

特定財源 6,596,470

目標値 260人 目標値単位 人介護予防推進員数 介護予防推進員数 単位

千円

千円 一般財源 1,000 千円

評
価
理
由

健康寿命を延ばしていくことが，今後迎える高齢化社会における介護費用や医療費の削減につながる
ことから，今後も事業を推進していくうえで，参加者のニーズを取り込みながら見直しを行い，より多く
の参加者を確保されたい。

11

●介護予防普及啓発事業
　　・いきいき教室 12会場で年間15回開催
　　・足腰らくらく教室　年間34回開催
　　・出前いきいき教室　希望団体毎に原則年1回
　　・65歳からの簡単クッキング教室　年間２回
●介護予防活動支援事業
    ・介護予防推進員養成・現任研修
　　【推進員主催教室の実施回数を増やすための支援】
  　　・教室活動の活性化を目的とした研修等の企画
　　　・他市の介護予防活動の視察
　　　・各教室間の交流会
●一般介護予防事業評価事業
●地域リハビリテーション活動支援事業
　・各公民館での介護予防教室に茨城県リハビリテーション専門職協会専
門職の派遣を依頼　年間14回

●介護予防普及啓発事業
　　・いきいき教室 12会場で年間15回開催
　　・足腰らくらく教室　年間34回開催
　　・出前いきいき教室　希望団体毎に原則年1回
　　・65歳からの簡単クッキング教室　年間２回
●介護予防活動支援事業
    ・介護予防推進員養成・現任研修
　　　【推進員主催教室の実施回数を増やすための支援】
  　　・教室活動の活性化を目的とした研修等の企画
　　　・他市の介護予防活動の視察
　　　・各教室間の交流会
　　・シルバーリハビリ体操指導士３級養成研修
●一般介護予防事業評価事業
●地域リハビリテーション活動支援事業
　・各公民館での介護予防教室に茨城県リハビリテーション専門職協会専
門職の派遣を依頼　年間14回

　行政改革懇談会（市民）の意見

担当部長及び担当課長評価のとおりでよい。
今後高齢者増加に伴い重視すべき事業であることから，継続推進を望む。なお，介護認定になる以前の
予防が肝要であるため，介護予防推進員の活動支援事業を充実させて欲しい。

10 最終評価（行政改革推進本部）　Ⓒ

事務事業の方向性

拡充 現行どおり

☞　実施計画のみ作成する場合の拡充・縮小・休止廃止部分も
この欄に記入してください。事務事業の改善理由及び改善部分　Ⓐ　

縮小

『常総市財政健全化計画』では、2017～2019年度までの3年間で約20億円の財源不足が生じる可能性が
指摘されている。この厳しい財政状況を鑑み、本事務事業は2020年度の当初予算の要求において、その
一般財源金額については費用対効果が最も高いことが期待される2019年度の一般財源予算額の金額以
下の予算要求を行うべきである。当該金額の枠内で最大の効果を発揮する、市民目線の筋肉質な事務事
業の計画と実行を期待する。

250 介護予防推進員数 単位

計 7,726 千円 歳出

休止・廃止

事
業
内
容

成果
指標

指標名

予
算
額

指標名

千円

歳入

8,000

歳入

特定財源 7,000 千円

歳出 計

指標名

事
業
内
容

介護予防推進員の増加を図るための支援を行いながら，住民主体の活動の場を活発にするために、
介護予防活動支援事業を拡充していく。

計 8,000

令和元

●介護予防普及啓発事業
　　・いきいき教室 12会場で年間１５回開催
　　・足腰らくらく教室　年間34回開催
　　・出前いきいき教室　希望団体毎に原則年1回
　　・65歳からの簡単クッキング教室　年間２回
●介護予防活動支援事業
    ・介護予防推進員養成・現任研修
　　・介護予防推進員活動支援　年間83回
　　・シルバーリハビリ体操指導士３級養成研修
●一般介護予防事業評価事業
●地域リハビリテーション活動支援事業
　・各公民館での介護予防教室に茨城県リハビリテーション専門職協会専
門職の派遣を依頼　年間14回

歳出

計 7,726 千円 計 7,356 千円

特定財源 5,588

計 7,356 千円

千円

一般財源 966

特定財源 6,760 千円

歳入千円 一般財源 1,768


